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川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則 ○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則 

平成12年12月１日規則第128号 平成12年12月１日規則第128号

附 則（平成14年３月29日規則第37号） 附 則（平成14年３月29日規則第37号） 

改正 改正 

平成 19 年６月 29 日規則第 73 号 平成19年６月29日規則第73号 
平成 22 年６月 30 日規則第 64 号 平成22年６月30日規則第64号 
平成 25 年６月 28 日規則第 71 号 平成25年６月28日規則第71号 
平成 28 年６月 29 日規則第 62 号 平成28年６月29日規則第62号 
令和元年６月 28 日規則第９号 令和元年６月28日規則第９号 
令和４年６月 30 日規則第 44 号 令和４年６月30日規則第44号 
令和７年６月 30 日規則第 66 号  

（施行期日） （施行期日） 

１ この規則は、平成14年７月１日から施行する。ただし、第33条中第11号

を第14号とし、第10号を第11号とし、同号の次に２号を加える改正規定は

同年４月１日から、同条中第９号を第10号とし、第８号の次に１号を加え

る改正規定は同年５月１日から施行する。 

１ この規則は、平成14年７月１日から施行する。ただし、第33条中第11号

を第14号とし、第10号を第11号とし、同号の次に２号を加える改正規定は

同年４月１日から、同条中第９号を第10号とし、第８号の次に１号を加え

る改正規定は同年５月１日から施行する。 

（経過措置） （経過措置） 

２ この規則の公布の日前に設置された事業所（同日前から設置の工事がさ

れているものを含む。）にあっては、改正後の規則別表第11に定める規制

基準のうち附則別表の左欄に掲げる排水指定物質に係る規制基準は、当該

事業所が同表の左欄に掲げる排水指定物質の種類に応じ同表の中欄に掲げ

る業種その他の区分に属する場合に限り、改正後の規則別表第11の規定に

かかわらず、令和10年９月30日までの間（温泉を利用する事業所にあって

は、当分の間）は、附則別表に掲げる規制基準を適用する。 

２ この規則の公布の日前に設置された事業所（同日前から設置の工事がさ

れているものを含む。）にあっては、改正後の規則別表第11に定める規制

基準のうち附則別表の左欄に掲げる排水指定物質に係る規制基準は、当該

事業所が同表の左欄に掲げる排水指定物質の種類に応じ同表の中欄に掲げ

る業種その他の区分に属する場合に限り、改正後の規則別表第11の規定に

かかわらず、令和７年６月30日までの間（温泉を利用する事業所にあって

は、当分の間）は、附則別表に掲げる規制基準を適用する。 

３ 前項の規定の適用については、同項の規定の適用を受ける事業所に係る

汚水又は廃液を処理する事業所については、同項の規定の適用を受ける事

３ 前項の規定の適用については、同項の規定の適用を受ける事業所に係る

汚水又は廃液を処理する事業所については、同項の規定の適用を受ける事
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改正後 改正前 

業所の属する業種その他の区分に属するものとみなす。 業所の属する業種その他の区分に属するものとみなす。 

（条例第46条第５項の規則で定める日） （条例第46条第５項の規則で定める日） 

４ この規則に係る条例第46条第５項（同条第１項を適用する部分に限る。）

の規則で定める日は、この規則の施行の日とする。 

４ この規則に係る条例第46条第５項（同条第１項を適用する部分に限る。）

の規則で定める日は、この規則の施行の日とする。 

  

附則別表（附則第２項関係） 附則別表（附則第２項関係） 

この規則の公布の日前に設置された事業所（同日前から設置の工事がされ

ているものを含む。）に係る令和10年９月30日まで（温泉を利用する事業所

にあっては、当分の間）の排水指定物質（ほう素及びその化合物並びにふっ

素及びその化合物に限る。）の規制基準は、当該事業所が表中の左欄に掲げ

る排水指定物質の種類に応じ表中の中欄に掲げる業種その他の区分に属する

場合に限り、次のとおりとする。 

この規則の公布の日前に設置された事業所（同日前から設置の工事がされ

ているものを含む。）に係る令和７年６月30日まで（温泉を利用する事業所

にあっては、当分の間）の排水指定物質（ほう素及びその化合物並びにふっ

素及びその化合物に限る。）の規制基準は、当該事業所が表中の左欄に掲げ

る排水指定物質の種類に応じ表中の中欄に掲げる業種その他の区分に属する

場合に限り、次のとおりとする。 

 排水指定物質の種類 業種その他の区分 許容限度   排水指定物質の種類 業種その他の区分 許容限度  

 ほう素及びその化合物 電気めっき業（海域以

外の公共用水域に排水

を排出するものに限

る。） 

１リットルにつきほう

素として30ミリグラム 

  ほう素及びその化合物 電気めっき業（海域以

外の公共用水域に排水

を排出するものに限

る。） 

１リットルにつきほう

素として30ミリグラム 

 

 ほう素濃度が１リット

ル当たり500ミリグラ

ム以下の温泉を利用す

る事業所 

１リットルにつきほう

素として300ミリグラ

ム 

  ほう素濃度が１リット

ル当たり500ミリグラ

ム以下の温泉を利用す

る事業所 

１リットルにつきほう

素として300ミリグラ

ム 

 

 ほう素濃度が１リット

ル当たり500ミリグラ

ムを超える温泉を利用

する事業所 

１リットルにつきほう

素として500ミリグラ

ム 

   ほう素濃度が１リット

ル当たり500ミリグラ

ムを超える温泉を利用

する事業所 

１リットルにつきほう

素として500ミリグラ

ム 

 

 ふっ素及びその化合物 電気めっき業（海域以

外の公共用水域に排水

を排出するものに限

１リットルにつきふっ

素として15ミリグラム 

  ふっ素及びその化合物 電気めっき業（海域以

外の公共用水域に排水

を排出するものに限

１リットルにつきふっ

素として15ミリグラム 
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改正後 改正前 

る。） る。） 

 昭和49年12月１日にお

いて現に湧出している

温泉（自然に湧出して

いるもの（掘削により

湧出させたものを除

く。以下同じ。）を除

く。）を利用する事業

所 

１リットルにつきふっ

素として30ミリグラム 

  昭和49年12月１日にお

いて現に湧出している

温泉（自然に湧出して

いるもの（掘削により

湧出させたものを除

く。以下同じ。）を除

く。）を利用する事業

所 

１リットルにつきふっ

素として30ミリグラム 

 

 昭和49年12月１日にお

いて現に湧出している

温泉（自然に湧出して

いるものに限る。）を

利用する事業所 

１リットルにつきふっ

素として50ミリグラム 

  昭和49年12月１日にお

いて現に湧出している

温泉（自然に湧出して

いるものに限る。）を

利用する事業所 

１リットルにつきふっ

素として50ミリグラム 

 

備考 備考 

１ この表の左欄に掲げる排水指定物質の種類ごとに同表の中欄に掲

げる業種その他の区分に属する事業所が同時に他の業種その他の区

分に属する場合において、改正後の規則別表第11又はこの表により

その業種その他の区分につき異なる許容限度の規制基準が定められ

ているときは、当該事業所に係る排水については、それらの規制基

準のうち、最大の許容限度のものを適用する。 

１ この表の左欄に掲げる排水指定物質の種類ごとに同表の中欄に掲

げる業種その他の区分に属する事業所が同時に他の業種その他の区

分に属する場合において、改正後の規則別表第11又はこの表により

その業種その他の区分につき異なる許容限度の規制基準が定められ

ているときは、当該事業所に係る排水については、それらの規制基

準のうち、最大の許容限度のものを適用する。 

２ 事業所の排水の採水の地点は、当該事業所の排水口とする。 ２ 事業所の排水の採水の地点は、当該事業所の排水口とする。 

３ 排水の測定方法は、改正後の規則別表第11備考第７項に定めると

ころによるものとする。 

３ 排水の測定方法は、改正後の規則別表第11備考第７項第25号及び

第26号に定めるところによるものとする。 
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川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則 ○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則 

平成12年12月１日規則第128号 平成12年12月１日規則第128号

附 則（平成19年５月31日規則第68号） 附 則（平成19年５月31日規則第68号） 

改正 改正 

平成23年12月２日規則第73号 平成23年12月２日規則第73号 

平成24年11月21日規則第86号 平成24年11月21日規則第86号 

平成28年11月30日規則第84号 平成28年11月30日規則第84号 

令和３年11月30日規則第81号 令和３年11月30日規則第81号 

令和６年12月10日規則第93号 令和６年12月10日規則第93号 

令和７年６月30日規則第66号  

（施行期日） （施行期日） 

１ この規則は、平成19年６月11日から施行する。 １ この規則は、平成19年６月11日から施行する。 

（経過措置） （経過措置） 

２ 附則別表の左欄に掲げる排水指定物質の種類につき同表の中欄に掲げる

業種に属する既設の事業所（改正後の規則別表第11備考第１項に規定する

新設の事業所以外の工場又は事業場をいう。以下同じ。）から公共用水域

（水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第２条第１項に規定する公共用

水域をいう。次項において同じ。）に直接排出される水その他の液体（以

下「排水」という。）に関する川崎市公害防止等生活環境の保全に関する

条例（平成11年川崎市条例第50号）第45条第１項に規定する規制基準（附

則別表備考第１項において「規制基準」という。）については、この規則

の施行の日から令和11年12月10日までの間は、改正後の規則別表第11の規

定にかかわらず、それぞれ附則別表の右欄に掲げるとおりとする。 

２ 附則別表の左欄に掲げる排水指定物質の種類につき同表の中欄に掲げる

業種に属する既設の事業所（改正後の規則別表第11備考第１項に規定する

新設の事業所以外の工場又は事業場をいう。以下同じ。）から公共用水域

（水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第２条第１項に規定する公共用

水域をいう。次項において同じ。）に直接排出される水その他の液体（以

下「排水」という。）に関する川崎市公害防止等生活環境の保全に関する

条例（平成11年川崎市条例第50号）第45条第１項に規定する規制基準（附

則別表備考第１項において「規制基準」という。）については、この規則

の施行の日から令和11年12月10日までの間は、改正後の規則別表第11の規

定にかかわらず、それぞれ附則別表の右欄に掲げるとおりとする。 

３ 附則別表の中欄に掲げる業種に属する既設の事業所から排出される水そ

の他の液体（公共用水域に直接排出されるものを除く。）の処理施設につ

いては、当該処理施設に水その他の液体を排出する既設の事業所の属する

３ 附則別表の中欄に掲げる業種に属する既設の事業所から排出される水そ

の他の液体（公共用水域に直接排出されるものを除く。）の処理施設につ

いては、当該処理施設に水その他の液体を排出する既設の事業所の属する
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改正後 改正前 

業種に属するものとみなして、前項の規定を適用する。 業種に属するものとみなして、前項の規定を適用する。 

附則別表（附則第２項関係） 附則別表（附則第２項関係） 

 排水指定物質の種類 業種 許容限度   排水指定物質の種類 業種 許容限度  

 亜鉛及びその化合物 電気めっき業 １リットルにつき亜鉛

として３ミリグラム 

  亜鉛及びその化合物 電気めっき業 １リットルにつき亜鉛

として３ミリグラム 

 

備考 備考 

１ この表の中欄に掲げる業種に属する既設の事業所が同時に同欄に掲

げる業種以外の業種にも属する場合においては、当該既設の事業所に

係る排水に含まれる亜鉛及びその化合物に係る規制基準については、

同表の右欄に掲げる許容限度を適用する。 

１ この表の中欄に掲げる業種に属する既設の事業所が同時に同欄に掲

げる業種以外の業種にも属する場合においては、当該既設の事業所に

係る排水に含まれる亜鉛及びその化合物に係る規制基準については、

同表の右欄に掲げる許容限度を適用する。 

２ 排水の測定方法は、改正後の規則別表第11備考第７項に定めるとこ

ろによるものとする。 

２ 排水の測定方法は、改正後の規則別表第11備考第７項第32号に定め

るところによるものとする。 
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川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則の一部を改正する規則 新旧対照表 

 

  改正後 改正前 

○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則 ○川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例施行規則 

平成12年12月１日規則第128号 平成12年12月１日規則第128号

附 則（令和６年３月29日規則第20号） 附 則（令和６年３月29日規則第20号） 

改正  

令和７年６月30日規則第66号  

（施行期日） （施行期日） 
１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 １ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） （経過措置） 

２ 附則別表の左欄に掲げる排水指定物質の種類につき同表の中欄に掲げる業

種に属する事業所に係る排水の規制基準は、この規則の施行の日から令和９年

３月31日までの間は、改正後の規則別表第11の規定にかかわらず、附則別表の

右欄に掲げる基準とする。 

２ 附則別表の左欄に掲げる排水指定物質の種類につき同表の中欄に掲げる業

種に属する事業所に係る排水の規制基準は、この規則の施行の日から令和９年

３月31日までの間は、同表の右欄に掲げる基準とする。 

３ 前項の規定の適用を受ける事業所に係る汚水又は廃液を処理する事業所に

ついては、同項の規定の適用を受ける事業所の属する業種に属するものとみな

す。 

３ 前項の規定の適用を受ける事業所に係る汚水又は廃液を処理する事業所に

ついては、同項の規定の適用を受ける事業所の属する業種に属するものとみな

す。 

４ この規則の施行の際現に設置されている事業所（設置の工事がされているも

のを含む。）に係る六価クロム化合物に関する排水の規制基準は、この規則の

施行の日から令和６年９月30日（この規則の施行の際現に設置されている水

質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第３に掲げる施設（設置の

工事がされているものを含む。）を設置する特定事業場（水質汚濁防止法（昭

和45年法律第138号）第２条第６項に規定する特定事業場をいう。）にあって

は、令和７年３月31日）までの間は、改正後の規則別表第11の規定及び附則第

２項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ この規則の施行の際現に設置されている事業所（設置の工事がされているも

のを含む。）に係る六価クロム化合物に関する排水の規制基準は、この規則の

施行の日から令和６年９月30日（この規則の施行の際現に設置されている水

質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）別表第３に掲げる施設（設置の

工事がされているものを含む。）を設置する特定事業場（水質汚濁防止法（昭

和45年法律第138号）第２条第６項に規定する特定事業場をいう。）にあって

は、令和７年３月31日）までの間は、改正後の規則別表第11の規定及び附則第

２項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附則別表（附則第２項関係） 附則別表（附則第２項関係） 

 排水指定物質の種類 業種 許容限度   排水指定物質の種類 業種 許容限度  

 
六価クロム化合物 電気めっき業 

１リットルにつき0.5

ミリグラム 

  
六価クロム化合物 電気めっき業 

１リットルにつき0.5

ミリグラム 
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  改正後 改正前 

備考１ この表の中欄に掲げる業種に属する事業所が同時に同欄に掲げる業

種以外の業種にも属する場合においては、当該事業所に係る排水に含まれる

六価クロム化合物に係る規制基準については、同表の右欄に掲げる許容限度

を適用する。 

備考１ この表の中欄に掲げる業種に属する事業所が同時に同欄に掲げる業

種以外の業種にも属する場合においては、当該事業所に係る排水に含まれる

六価クロム化合物に係る規制基準については、同表の右欄に掲げる許容限度

を適用する。 

２ 排水の測定方法は、改正後の規則別表第11備考第７項に定めるところ

によるものとする。 

２ 排水の測定方法は、改正後の規則別表第11備考第７項第５号に定める

ところによるものとする。 
 


